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都市高速鉄道第１０号線（都営地下鉄新宿線）上部での建築について 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市高速鉄道第１０号線構造上部又は影響区域内での建築に際し、設計及び工法等について東

京都交通局建設工務部 保線課建築相談担当（以下、交通局）と事前に協議し、書面で同意を得る

必要があります（簡易な工事内容の場合はこの限りではありません）。建築予定地が前述のとおり

である場合、まずは、交通局へご連絡下さい。 

※都市高速鉄道の詳細な位置は、交通局にある「路線平面図」によって確認できます。 

東京都交通局 建設工務部 保線課 

建築相談窓口 

℡０３－５３２０－６１５１ 

 

 

 また、事業完了している都市計画施設区域内での建築にあたり、市川市街づくり部 都市計画課

において、都市計画法第 53 条許可申請等が必要となります。建築予定地が上図①、②、③のいず

れかに該当するかによって、その後の手続きが異なります。 

（下記の手続きを行う前に、東京都交通局との協議（裏面フローチャートを参照）を完了させて下さい） 

 

① 都市計画施設区域内（都市高速鉄道第１０号線構造上部）に建築する場合 

⇒都市計画法第 53条による許可申請を行って下さい。 

② 都市計画施設区域内に敷地が抵触するが、建築物は都市計画施設区域外に建築する場合 

⇒都市計画施設計画確認書を提出して下さい。 

③ 都市計画施設区域内に敷地が抵触せず、かつ、影響区域内にある場合 

⇒法第 53条関係の手続きは必要ありません。 

市川市 街づくり部 都市計画課 

℡０４７－７１２－６３２３ 

幅員２０ｍ 

影響区域内 

① 

幅員２０ｍ 

② 

影響区域内 

都 市 計 画 施 設 
（都市高速鉄道第１０号線） 

 

③ 
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【都営地下鉄新宿線上部での法第 53 条許可申請等におけるフローチャート 】 

 

 

当該敷地が都営

地下鉄構造上部

又は、影響区域

内※2に存在する 

設計・工法等に

ついて協議し、

書面で同意を得

る必要がある 

 
協議不要である旨記載されているも

の（「地上権設定契約書」や「登記事項証

明書」の写し等）を添付し、法第 53 条

許可申請又は確認書の提出を行う 

 

※2 影響幅員は 20ｍとする 

※1 建設工務部 保線課 建設相談担当 

Yes 

No 

No 

 
協議済み同意書（「区分地上権設定用地

への建物新築工事に伴う事前協議につい

て」の写し等）を添付し、法第 53 条

許可申請又は確認書の提出を行う 

Yes 

都営地下鉄構造上部近辺で建築予

定有り 

 
都交通局※1 にて、路線平面図によっ

て当該敷地の位置を確認する 

 
手続き終了 

 

 
手続き完了 

 

 
都交通局にて、協議が必要な工事内容

か確認する 


